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少年法適用年齢引下げに反対する意見書 
 

          少年事件を担当した元裁判官有志一同 

 

 現在、法制審議会の少年法・刑事法（少年年齢・犯罪者処遇関係）部会（以下「部会」といいま

す。）では、民法における成人年齢の引下げに伴い、少年法適用年齢の引下げについて検討がされ

ています。 

 私たちは、裁判官としての少年事件実務経験から、現行少年法実務の現状、少年法の基本的理念

及び刑事政策的視座の重要性を考慮し、少年法適用年齢問題について、下記の理由により意見表明

する次第です。 

【１】 現在、家庭裁判所では、再犯のおそれなど犯罪的危険性（要保護性）の高い18歳、19歳

の少年については、家庭裁判所調査官による調査、裁判官による審判を通じて内省を深めさせ、

被害（者）に対し真摯に向き合わせるとともに、必要に応じて少年院に送致し、あるいは、保護

観察に付するなどして、少年に十分な教育的措置（保護的措置）を講じ、非行性を除去するとと

もに、非行に陥りやすい環境を調整することを通じて再犯防止を図っています。 

【２】 家庭裁判所でのこのような少年事件の取扱いについては、部会を始め、学者・実務家の間

においても、18歳、19歳の少年について効果的な処遇が実施されていて少年法適用年齢を民法

の成人年齢と必ずしも一致させる必要がないとの共通理解のもとで、議論がされています。 

【３】 少年非行の件数は年々減少を続けており、現在の取扱いを大きく変更しなければならない

ような事情は生じてはいません。現在でも、16歳以上で重大な事件を起こせば、原則として刑

事処分となっています。 

【４】 少年事件が刑事事件として扱われると、その多くが懲役刑の執行猶予又は罰金刑となり、

少年の非行性が除去されず、内省が進まないまま放置されるおそれがあります。更に18歳又は

19歳で懲役刑等の前科を有することとなった場合、就職が困難となり、逆に前科があることが

勲章となる暴力団等の反社会的集団の予備軍となる可能性が高まります。そうすると、更生が難

しくなり、ひいては見過ごすことのできない再犯、犯罪被害の再発の危険が高まります。 

【５】 18歳又は19歳の非行少年の多くは高校生又は専門学校生、大学生であり、大半は自立で

きておらず、その非行は、年齢的な抑制力の欠如に起因しており、成人と同様の刑事罰を科する

ことが非行の抑止力になりにくい現実があります。その反面、これらの少年は、可塑性が高く、

家裁の教育的措置（保護的措置）や保護観察、少年院収容などの教育的処遇による立ち直り（再

犯防止効果）が期待できます。 

【６】 特に、最新の脳科学的知見によれば、18歳、19歳程度の青少年の脳の構造は、大人と異

なり、未成熟である反面、可塑性が高く、その時期に教育的処遇を施すことにより、犯罪抑止効

果が上がるとされ、既に米国では、少年に対する厳罰化を改め、その未成熟性に対応する処遇へ

と変化してきています。 

【７】 現在、部会では、18歳、19歳を成人と少年の中間層として位置づけ、新たな処分が検討

されていますが、その内容自体が曖昧であり、この新たな処分が立法化されても、これまでと同

じ効果が期待できるか明らかではなく、上記の問題の解決にはつながりません。 

  以上の理由により、私たちは少年法適用年齢の引下げに反対します。 

（以上） 
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 （住所又は事務所所在地・事務所名）                       
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